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１ 平成２９年 災害発生状況
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図－１ 累積被害報告額の推移（直轄・補助）

公共土木施設の被害報告額について
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図－２ 都道府県別被害報告額（補助）
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（被害報告額上位５都道府県）

平成２９年 公共土木施設の被害報告について

都道府県名 箇所数
被害報告額
（億円）
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平成29年度は、・九州北部豪雨や台風第21号などによる浸水被害や土砂災害、
・震度5以上の地震が7回発生、
・霧島山（新燃岳）が噴火 等、全国各地で災害が発生。

平成29年度の災害の特徴

5

水害･･･主な水害（床上浸水10

戸以上）が発生した地域

【凡例】

地震 (震度)

火山噴火

台風経路
（日本列島に上陸した台風）

5弱

土砂災害･･･主な被災地域(

土砂災害発生件数が50件以
上)

①

①

【台風第3号経路】

【台風第5号経路】

【平成29年7月九州北部豪雨】

【7月22日からの
梅雨前線に伴う大雨】

【台風第18号経路】

【台風第21号経路】

噴火警戒レベル（3以上）の引上げ

10月
霧島山
（新燃岳）

噴火警戒レベルを
2（火口周辺規制）から
3（入山規制）に引上げ

※10月5日に1から2に引上げ。11日に
噴火が発生、2から3に引上げ。

【霧島山（新燃岳）噴火】

５強

５弱

５強

５弱

５強５弱

５強

主な土砂災害
（土砂災害発生件数が50件以上）

事象名
主な

被災地域

7月 九州北部豪雨 福岡県

7月
7月22日からの
梅雨前線に伴う
大雨

秋田県

10月 台風第21号 神奈川県

主な地震
（震度5弱以上発生地域）

地震
発生
震度

6月
豊後水道を震源と
する地震 5強

6月
長野県南部を震源
とする地震 5強

7月
胆振地方中東部を
震源とする地震 5弱

7月
熊本県阿蘇地方を
震源とする地震 5弱

7月
鹿児島湾を震源と
する地震 5強

9月
秋田県内陸南部を
震源とする地震 5強

10月
福島県沖を震源と
する地震 5弱

主な水害
（床上浸水10戸以上発生）

水害
主な

被災地域

7月 九州北部豪雨
福岡県
大分県

7月

7月22日からの
梅雨前線に伴う
大雨

秋田県

9月 台風第18号

大分県
宮崎県
香川県
鳥取県
京都府

10月 台風第21号

和歌山県
奈良県
三重県
京都府
大阪府
埼玉県



２．被災地域の一日も早い

復旧に向けた取組
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３．平成29年 九州北部豪雨



平成29年7月九州北部豪雨における一般被害

佐田川

寺内ダム

下流～上流の河道内に
土砂堆積、流木多数

山腹崩壊多数

▲
広蔵山

（ひろぞうやま）

流水が迂回

小石原川ダム

赤
谷
川

項目 状況等

人的被害※1 死者36名、行方不明者5名、負傷者21名

住家被害※1 全壊276棟、半壊1,065棟、一部破損76棟、
家屋浸水2,169棟

避難指示等
の状況

【最大※2】
➀避難指示(緊急) 182,425世帯、440,667人
福岡県（久留米市、朝倉市等の7市町）
熊本県（南阿蘇村）、大分県（日田市）

②避難勧告 109,663世帯、267,309人
福岡県（久留米市、朝倉市、東峰村等の6市町村）熊
本県（熊本市、南阿蘇村等の12市町村）
大分県（日田市、中津市）

避難者数※1 福岡県（朝倉市、東峰村） 328人
大分県（日田市） 2人

救助者数
警察庁 444人※7 消防庁 283人※5

海上保安庁 40人※6  防衛省 658人※7

※1 内閣府「6月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び平成29年台風第3号による被害状況等について」（8月
21日16:00現在）

※2 各時点の消防庁災害対策本部報のうち、最大であった数値を記載
（①第6報 7/6 4:00現在発令中、②第16報 7/7 18:00現在発令中）

※3 各時点の※１のうち、最大であった（7月6日9:00現在）の数値を記載
※4 各時点の※１のうち、最大であった（7月6日9:00現在）の数値を記載
※5 消防庁「平成29年6月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び台風第３号の被害状況及び消防機関等の対

応状況 等について」（8月2日18:30時点）
※6 国土交通省「6月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び平成29年台風第3号による被害状況等について」

（8月2日10:00現在）」
※7 内閣府「6月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び平成29年台風第3号による被害状況等について」（8月2

日14:00現在）

項目 状況等

鉄道※3

2事業者10路線で運転休止
JR九州 日田彦山線 添田～夜明、
JR九州 久大本線 善導寺～日田、
西日本鉄道 天神大牟田線 西鉄柳川～大牟田等

ライフライン※7 停電 約530戸（最大約5,800戸※4）
水道断水 断水解消（最大3,071戸）

国管理河川 県管理河川 計

筑後川
水系
花月川

筑後川
水系

小石原川

遠賀川
水系
彦山川

山国川
水系
山国川

筑後川
水系
赤谷川

筑後川
水系
桂川

筑後川
水系
妙見川

その他
河川

家屋浸水
（戸）※１

床上 282 14 18 364 15 288 981

床下 562 5 50 2 24 373 27 145 1,188

計 844 5 64 2 42 737 42 433 2,169

流失したJR久大本線の鉄道橋

赤谷川 流木被害
鶴園橋（損壊）

赤谷川中流付近

※速報値であり、今後変更等の可能性があります。

今回浸水したと想定される箇所
（四国地整ヘリ映像をもとに
九州地整にて作成）

比良松中学校 体育館や校舎壊れる被害(朝倉市)

杷木浄水場（朝倉市）

厚労省水道課提
供

・平成29年7月5日、6日の大雨 「平成29年7月九州北部豪雨」（以降、「今回の豪雨」という）により、出水や山腹崩壊が発生。河川の
はん濫、大量の土砂や流木の流出等により、死者36名、家屋の全半壊等1,417棟、家屋浸水2,169戸の甚大な被害が発生。
・避難指示（緊急）は最大で182,425世帯・440,667人、避難勧告は最大で109,663世帯・267,309人に発令された。またJR久大線の
花月川橋梁が流出するなどライフラインにも甚大な被害が発生。

8/21

16:00時点
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佐田川

江川ダム

寺内ダム

流木状況 （朝倉市・東峰村）

▲
広蔵山

（ひろぞうやま）

朝倉市 東峰村

国際航業株式会社・株式会社パスコ共同撮影

国際航業株式会社・株式会社パスコ共同撮影

寒水川

赤谷川赤谷川

北川

国際航業株式会社・株式会社パスコ共同撮影

奈良ヶ谷川

奈良ヶ谷川

妙見川
みょうけんがわ

ならがたにかわ

ならがたにかわ

あかたにがわあかたにがわ

きたがわ そうずがわ
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４． 九州北部豪雨における

TEC-FORCE、災害査定官

の活動について

29



○大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、平成20年4月にTEC-FORCEを創設

○TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害の拡大の防止、被

災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施

○本省災害対策本部長の指揮命令のもと、全国の各地方整備局等の職員が活動

○国土交通省各組織の職員合計8,912名（平成29年4月現在）を予め任命

活動内容

※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）の概要

TEC-FORCEとは

30

【H27.9 関東・東北豪雨】
（茨城県常総市）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 H26.8 広島土砂災害 】
（広島県広島市）

【 H28.4 熊本地震 】
(熊本県庁)

 災害対策用ヘリコプターによる被災状況調査  市町村へのリエゾン派遣  被災状況の把握

 Ku-SAT※による監視体制確保  自治体への技術的助言  排水ポンプ車による緊急排水  捜索活動への技術的助言

【 H26.9 御嶽山の噴火 】
（長野県王滝村）

※Ku-SAT：小型衛星画像伝送装置

【 H27.9 関東・東北豪雨】
（宮城県栗原市）

【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）

災害対策用ヘリコプター
「あおぞら号」



緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の隊員数

TEC-FORCE隊員は全国の地方整備局を主体に任命されており災害の規模によっては全国から集結
※ほか、国土交通省本省、地方運輸局等、国土技術政策総合研究所、気象庁、国土地理院から構成されており、専門性を活かし
た調査、技術指導等による自治体支援を実施

地方整備局等
（８，３１５名）

国土技術政策総合研究所
（１７０名）

本省（９０名）

地方運輸・航空局
（３３７名）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 登録隊員構成

※平成２９年４月現在 計８，９１２名
（国土地理院、気象庁は事前任命が
ないため、グラフに含まれない。）

北海道開発局
６６６名

東北地方整備局
８８７名

沖縄総合事務局
４９名

関東地方整備局
１，４６７名

北陸地方整備局
６２６名

中部地方整備局
１，４０４名

近畿地方整備局
９８２名

四国地方整備局
４８０名

中国地方整備局
８３７名

九州地方整備局
９１７名

31



ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの隊員数の推移
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平成２８年度時点

派遣総数 １２，９６４人

のべ ５７，７１３人・日

○TEC-FORCEは平成20年度の発足以来、平成28年度までに東日本大震災をはじめ、
69の災害に対し、のべ5万人･日を超える地方整備局などの職員を派遣

※平成２９年３月末時点 33

水管理・国土保全局 防災課
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(H28)

主な派遣実績

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの主な派遣実績

※平成29年7月九州北部豪雨は、8月16日時点の速報値。



大規模な災害には全国の機材が集結し支援を行います。

国土交通省の災害対策用機材の配備状況

▼平成29年4月1日現在 （単位：台）

【 H27.9 関東・東北豪雨 】
（茨城県常総市）

【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県益城町）

【 H26.8 広島土砂災害 】
（広島県広島市）

■排水ポンプ車 ■照明車 ■対策本部車

【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）

■Ku-SAT
（小型衛星画像伝送装置）

【 H27.5口永良部島噴火 】
（鹿児島県口永良部島）

■衛星通信車

土のう造成機、応急組立橋、散水車、橋梁点検車、側溝清掃車、路面清掃車など

その他の機材

地整等
排水ポンプ

車
照明車

対策本部車
待機支援車

遠隔操作式
バックホウ

遠隔操縦装
置（ロボQ）

衛星通信車 Ku-SAT
災害対策用
ヘリコプター

備 考

北海道 28 15 8 1 0 4 14 1

東 北 45 29 10 2 0 4 19 1

関 東 41 41 25 2 0 9 29 1

北 陸 40 37 11 3 0 4 20 1

中 部 37 34 15 2 0 6 17 1

近 畿 35 28 17 1 0 7 21 1

中 国 33 24 6 1 2 5 16
1

ヘリは四国・中国
地整とで共同管理四 国 33 28 11 2 1 5 8

九 州 60 24 9 2 6 4 16 1

沖 縄 1 3 1 0 0 1 6 0

計 353 263 113 16 9 49 166 8



国土交通本省
(災害対策本部)

本省本部長の指示により
TEC-FORCE広域派遣を指示

応援地方整備局
(応援対策本部)

TEC-FORCE広域派遣による支援

※災害状況から判断し、要請を待たずに支援する場合があります。

中小規模の災害時 大規模災害時

TEC-FORCE管内派遣による支援

地方整備局長の指示により
TEC-FORCE派遣を指示

災害規模に応じた支援の仕組み

36

被災した地方自治体等

要請

要請

被災地方整備局
(災害対策本部)



○TEC-FORCEの活動状況 (7月6日～8月16日)

○7月6日より現地に入り、福岡県、大分県の約1,800箇所を被害状況調査

自治体へ復旧工法等の企画・提案,捜索機関へ進入路等の技術的助言,激甚災害指定の見込み公表の早期化に貢献

○孤立解消に向け、国道211号等を道路啓開。国道211号は全線で緊急車両の通行を確保（7月14日）

○二次災害防止に向け、土砂災害危険箇所の緊急点検等 約1,300箇所（7月21日現地調査完了）のうち約570箇所を支援

奈
良
ヶ
谷
川

小
野
川

宝
珠
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川

有田川

乙
石
川

北
川

坂
本
川

ド
ウ
テ
川

花月
川

筑 後 川

妙
見
川多

々
連
川

水
洗
川

白
木
谷

川

朝倉市
のべ1,393人・日

東峰村
のべ518人・日

日田市
のべ823人・日

添田町
のべ175人・日

○TEC-FORCE活動状況

○九州地整の取り組み動画をYouTubeで紹介

TEC-FORCE等の派遣

○TEC-FORCE(2県11市町村)

のべ 3,648人・日
※北海道を除く全国から派遣

○リエゾン(2県7市町村)

のべ 447人・日

平成29年九州北部豪雨へのTEC-FORCE派遣

https://m.youtube.com/watch?v=a5rGb7Mc1uo

○主な災害におけるTEC-FORCE派遣状況

1,499

18,115

5,185

717

1,939

1,106

1,229

2,418

2,331

8,781

3,080

3,648

0 5,000 10,000 15,000 20,000

岩手・宮城内陸地震

東日本大震災

台風第12号(奈良、和歌山、三重)

九州北部豪雨

山口・島根豪雨

台風第18号

台風第26号

広島土砂災害

関東･東北豪雨(関東、東北の合計)

熊本地震

台風第10号(北海道、東北の合計)

平成29年7月九州北部豪雨

のべ派遣人数（人・日）

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H20 37



TEC-FORCE等の主な活動（被害状況調査）

【赤谷川（朝倉市）における流木堆積状況調査（7/13）】

赤谷川河口付近

【県道52号（朝倉市）の被害状況調査（7/14）】 【ドローン班による流木堆積状況調査】

【宝珠山川（東峰村）における被害状況調査（7/10）】

38
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40



TEC-FORCE等の主な活動（ドローンの活用）

【大肥川（国道211号）法面崩落(7/8)：国土地理院】

【宝珠山川・屋椎川合流点の被災状況(7/8)：関東地整】 【小野川河道閉塞状況(7/7)：九州地整ドローン班】

【奈良ヶ谷川流木堆積状況調査(7/13)：九州地整ドローン班】

UAVの所有台数
（H29年3月末時点）

地方整備局等 51台
国土地理院 8台 41
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TEC-FORCE等の主な活動（道路啓開）

【国道211号（東峰村福井地区）の啓開作業状況（7/8）】

【道路啓開により緊急車両の通行を確保(7/14）】

【通行確保を東峰村渋谷村長へ報告（7/14）】

【国道211号（東峰村福井地区）の被災状況】

＜道路啓開前＞ ＜道路啓開後＞ 43



TEC-FORCE等の主な活動（被災自治体への報告等）

【日田市長への調査結果中間報告（7/25）】

【添田町長への調査結果最終報告（7/18）】

【朝倉市長への調査結果中間報告（7/20）】

【東峰村長への調査結果の報告（7/17）】

44



TEC-FORCE等の主な活動（安倍総理、石井大臣への報告等）

【石井大臣から激励（7/9）】【安倍総理から激励（7/12）】

【被災状況等を安倍総理にご報告（7/12）】 【道路啓開状況を石井大臣にご報告（7/9）】
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災害緊急調査 災害復旧技術専門家派遣

自然災害が発生した際、地方公共団
体からの要請に基づいて、「災害復
旧技術専門家」を災害現地に本省災
害査定官を派遣し、地方公共団体の
行う災害復旧活動の支援・助言を行
う制度。

災害復旧制度を熟知し、災害発生時
等に地方公共団体の求めに応じて速
やかに現地に参集し、技術的助言等
を可能なものとして「公益社団法人
全国防災協会」に登録された専門家
を派遣。

【支援の内容】

• 災害復旧の迅速化に向け、災害査定
全体のマネジメントを支援。

• 災害査定の進め方、復旧方針・工法
決定に向けた技術的指導や助言等を
実施。

【支援の内容】

• 災害査定申請の迅速化に向け、査定
準備に関する技術的支援を実施。

• 現地では、測量や被災原因調査に関
する技術的支援や助言、復旧工事実
施に向けた具体的な工法指導等を実
施。

災害緊急調査と災害復旧技術専門家派遣制度

被災地における災害復旧をより迅速に実施するため、災害緊急
調査と災害復旧技術専門家派遣制度を有効に活用し、地方公共
団体を支援
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災害緊急調査の実施状況（H29.7.9-12)

朝倉市
東峰村

日田市赤
谷
川

鶴
河
内
川

花
月

川

４

ドローンの映
像

ドローンの映像

①桂川の被災状況調査（朝倉市）

※ 査定前着工（中学校基礎への

影響と復旧工法）を現地指導

（7月9日）

⑦国道212号の被災状況調査（中津
市）
※ 査定前着工（路面、路肩の仮復
旧等の現地指導（7月10日）

筑後川

大
肥
川

６奈
良
ヶ
谷
川

桂川１

○応急措置等の技術的指導（福岡県庁・大分県庁）

小
野

川

④鶴河内川の被災状況調査（日田
市）
※ 査定前着工（流木撤去と復旧
工法について現地指導

（7月11日）

⑤小野川の被災状況調査（日田市）
※ 査定前着工（仮水路と取付道路の
構造・平面位置）を現地指導

（7月11日）

５

⑥山国川の被災状況調査（日田市）
※ 査定前着工（橋梁取付部の仮復旧
及び復旧工法について現地で
指導（7月10日）

７

②赤谷川の被災状況調査（朝倉市）

※ 査定前着工（護岸の仮復旧及び

復旧工法）を現地指導（7月12日）

③大肥川の被災状況調査（東峰村）

※ 査定前着工（橋梁取付部の仮

復旧及び復旧工法）を現地指導

（7月12日
）

３

２

4



査定前着工について

5

目的：公共土木施設が被災した場合、被害の拡大や二次災害の
防止、早期の復旧を図るために行うもの。

（現
場
確
認
で
き
る
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ど
）
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況
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）
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定
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被
災
地
の
早
期
復
旧

査定前着工の実施事例
災害復旧事業による補助対象

道路の損傷について査定を待たずに応急工事を実施し、早期に仮設道路を設置 河岸の欠壊について、拡大防止のために大型土のうで対策を実施



激甚災害制度について（公共土木施設災害関係）

【指定種別】

激甚災害（本激） 局地激甚災害（局激）

【対象となる災害】
○全国的規模で激甚な災害

＜指定基準例＞
全国の災害復旧事業費＞全国の地方自治体税収×0.5%

【指定の時期・内容】
○災害の都度、速やかに指定
○災害名と適用措置を政令で指定
※全国が対象（区域指定はしない）

【対象となる災害】
○局地的に激甚な災害

＜指定基準例＞
市町村の災害復旧事業費＞市町村の地方自治体税収入×50%

【指定の時期・内容】
○年度末にまとめて指定
○災害名と対象市町村、適用措置を政令
で指定

＜早期局激＞
○災害の都度、速やかに指定
○指定基準に明らかに該当すると見込ま
れる場合（基準の２倍）

【指定の効果】
○公共土木施設等の災害復旧事業における国庫輔助率の嵩上げ（平均７０％⇒８４％）
○本激・局激に関わらず、効果は同じ



５．平成28年 熊本地震について
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平成28年熊本地震の概要（震度及び地震の頻度）

発生時刻 震央地名 マグニ
チュード

最大震度

4月14日 21時26分 熊本地方 6.5 7

4月14日 22時07分 熊本地方 5.8 6弱

4月15日 00時03分 熊本地方 6.4 6強

4月16日 01時25分 熊本地方 7.3 7

4月16日 01時45分 熊本地方 5.9 6弱

4月16日 03時55分 阿蘇地方 5.8 6強

4月16日 09時48分 熊本地方 5.4 6弱

○ 4月14日21時26分に熊本地方でM6.5の地震が発生。また、16日01時25分にもM7.3 の地震が発生｡こ
れらの地震により熊本県で最大震度７を観測。

○ このほか、4月14日21時26分以降、最大震度6強を観測する地震が2回、最大震度6弱を観測する地震
が3回発生。

○ 熊本地方のM3.5以上の地震の回数は新潟県中越地震等を上回る326回（10月11日09時00分現在）

内陸及び沿岸で発生した主な地震の回数比較
（マグニチュード3.5以上）

■4月14日21時26分に発生した地震

■4月16日01時25分に発生した地震

※マグニチュードは暫定値

震度分布図 震度6弱以上の地震

※この資料は速報値であり、後日の調査で変更することがあります。
※今回の地震14日２１時26分の地震からの経過日数及び積算日数を示している。
※今回の地震は主に熊本県熊本地方の地震の積算回数を示している。
※今回の地震のマグニチュードについては、これまでの最大を示している。

51
活動開始からの経過日数

出典：気象庁2016年10月11日09時00分現在

積
算
回
数

平成28年（2016年）
熊本地震（M7.3※）

平成16年（2004年）
新潟県中越地震（M6.8）

平成20年（2008年）
岩手・宮城内陸地震（M7.2 ）

平成7年（1995年）
兵庫県南部地震（M7.3 ）

平成17年（2005年）福岡県西方沖の地震（M7.0 ）

平成12年（2000年）鳥取県西部地震（M7.3 ）

平成9年（1997年）
鹿児島県薩摩地方の地震（M6.6 ）

326回

（10月18日16時現在）



宇土市

大津町

益城町
西原村

南阿蘇村

阿蘇市

熊本市

大分市

別府市

由布市

竹田市

日田市

菊池市

高森町

山都町

宇城市

御船町

布田川断層帯

日奈久断層帯

別府-万年山断層帯

震央（震度５強以上を観測した地震）

活断層
高速道路
国道
新幹線
在来線

×

熊本城

阿蘇大橋

熊本空港

宇土市役所

4月14日21時26分
M6.5

4月16日01時25分
M7.3

［凡例］

平成28年熊本地震の概要（断層の位置と主な被害箇所）

※出典：国土地理院

○ 地震調査研究推進本部によると、4月14日のM6.5の地震の震源域付近には日奈久（ひなぐ）断層帯
が存在。4月16日のM7.3の地震の震源域付近には布田川（ふたがわ）断層帯が存在。

〇 布田川断層帯で長さ約28km、日奈久断層帯で長さ約6kmにわたる地表地震断層を確認、益城町堂
園付近では最大約2.2m の右横ずれ変位を確認。

益城町の断層の状況

※断層の位置は地震調査研究推進本部地震調査委員会資料を基に記載 52

※出典：国立研究開発法人 産業技術総合研究所

×



主要インフラの被害

主な被害（4月16日時点）

○ 高速道路 7路線599㎞ 通行止め
・九州自動車道、大分自動車道・東九州自動車道、

宇佐別府道路・大分自動車道、宮崎自動車道、

日出バイパス、南九州西回り自動車道、九州中央自動車道

○ 九州新幹線 全線運休
※在来線 11事業者36路線 運転休止

○ 熊本空港 全旅客便欠航（空港ビルが被災）

※捜索救難業務に従事する航空機等は24時間利用可

○ 河川（直轄区間） 3水系172箇所 変状
・緑川水系、白川水系、菊池川水系

○熊本港 フェリー航路、コンテナ航路 運休

主要インフラへの影響（最大時）

博多駅

鹿児島県

佐賀県

宮崎県

熊本県

長崎県

福岡県

鹿児島中央駅

空港

高速

道路

新幹線

大分県

熊本空港

都城IC

栗野IC

東背振IC

古賀IC

日出IC

安心院IC

小池高山IC

佐伯IC

津奈木IC

全便欠航

通行止め

運休

高速道路、新幹線、空港、航路の被害（4月16日時点）

空港

高速道路

新幹線

航路

鹿児島県

佐賀県

宮崎県

熊本県

長崎県

福岡県

九州自動車道

4月２９日に九州道全線を一般開放

一部速度規制有

益城熊本空港 I C ～嘉島J C T（4km）

は、片側一車線で一般開放

大分県

4月27日午後より全線運転再開

九州新幹線

熊本空港

旅客便：

6月2日より

国内便全線が運航再開

６月３日より

国際線の一部が運航再開

大分自動車道

湯布院 IC～日出JCT

5月９日に一部片側一車線で一般開放

空港

高速

道路

新幹線

博多駅

鹿児島中央駅

熊本空港

都城IC

栗野IC

東背振IC

古賀IC

日出IC

安心院IC

小池高山IC

佐伯IC

津奈木IC

主要インフラへの影響（最大時）

通行止め

運休

運休

(未供用)



主要インフラの被害
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家屋・施設の被害
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【ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ】
○4月15日には近畿・中国・四国・九州地整のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが活動開始。
初めて北海道から沖縄までの全国の地方整備局等の隊員が集結。
日最大440人派遣。

・自治体所管施設の被害状況調査を実施。
激甚災害指定に係る所要期間の短縮に貢献。

※新潟県中越地震34日間→今回9日間（4月25日閣議決定）

・道路啓開により熊本市内から阿蘇方面への緊急車両の通行を迅速に確保。
※ミルクロード、グリーンロード南阿蘇（4月22日）等

・余震等に伴う二次災害の発生を防ぐため、緊急度の高い1,155箇所の
土砂災害危険箇所を4月27日までに点検完了。

【リエゾン】
○被災自治体との連絡調整、支援ニーズの把握のため、4月14日深夜より
リエゾンの派遣を開始し、翌朝には活動開始。日最大61人派遣。
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熊本地震におけるTEC-FORCE等の活動と成果



◯ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣状況
・最大人数 440人（4/22）
・全体のべ人数 8,319人・日（6/16まで派遣)速報値

※創設以来初めて北海道から沖縄までの全国の地方整備局等の隊員が集結
◯リエゾンの派遣状況
・最大人数 61人 （4/22）
・全体のべ人数 2,405人（8/31まで派遣）速報値

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ、リエゾンの派遣状況
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4/18 政府リエゾン派遣



○ リエゾンが収集した被災状況・支援ニーズに関する情報をもとに、被災した自治体における被害状況調査を迅速
に実施。航空写真による被害判読等をあわせ、激甚災害指定に係る所要期間の短縮に貢献。
※新潟中越地震34日間→今回９日間（4月25日閣議決定）
※公共土木施設等の被害状況を調査し、査定見込み額が基準を超える場合、激甚災害として指定される。
※激甚災害の指定により公共土木施設、農地等の復旧事業の国庫補助率嵩上げ、中小企業への助成（保険限度額の別枠化など）
が適用される。

○調査結果の報告に合わせ、分かりやすく解説・助言を行うことにより、その後の迅速な災害復旧に貢献。

■阿蘇市長

被災状況・支援ニーズの把握 自治体施設の被害状況調査の実施 被害状況の報告・助言

■南阿蘇村長

■熊本市
■益城町

■阿蘇市 ■西原村

※熊本県管理17河川（総延長107.6km）の被害状況調査を実施し、調査結果を熊本県知事等に報告
※市町村管理の道路等の被害状況調査を13市町村で実施し、調査結果を首長に報告 58

被害状況調査の実施



○ 道路陥没や土砂崩落等によって通行不能となった県道及び市町村道の道路啓開を迅速に実施。
○ 被災自治体へのアクセスや大規模土砂災害により通行不能となった国道57号の代替ルート等を確保。

・国道443号（4/20） の道路啓開により、通行止めとなった益城町の中心部へのアクセスを確保。
・ミルクロード（4/22）やグリーンロード南阿蘇（4/22）、国道442号（4/25）の道路啓開により、大規模な斜面崩落により
通行不能となった国道57号の代替となる阿蘇方面へのルートを確保。

被災状況の把握 応急復旧（道路啓開） 緊急車両の通行確保

■グリーンロード南阿蘇

■国道443号（益城町）

■グリーンロード南阿蘇

■国道443号（益城町）

■熊本～南阿蘇方面の東西軸を確保

■緊急車両の通行確保（益城町）

緊急車両の通行を確保
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グリーンロード南阿蘇

ミルクロード

益城町中心部へのアクセス

南阿蘇村役場

西原村役場

益城町役場

熊本県庁

緊急車両の通行を確保
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○ 余震や降雨に伴う二次災害の発生を防ぐため、震度6強以上を観測した市町村を中心に緊急度の高い
1,155箇所の土砂災害危険箇所を9日間で点検し、熊本県知事及び13市町村の首長等に報告。
・土砂災害危険箇所の点検結果 危険度Ａ：54箇所、危険度B：77箇所、危険度Ｃ：1,024箇所

○ 地震に伴う亀裂等による土砂災害を危惧する阿蘇市や南阿蘇村の要請に応え、夜峰(よみね)山、垂玉（た

るたま）川、外輪(がいりん)山等の崩壊地や亀裂箇所の被害状況調査を行い、調査結果を報告するとともに
土砂崩壊部の継続監視等について技術的助言を実施。

上空から被害箇所を把握 土砂災害危険箇所の点検 点検結果の報告・助言

■UAVによる調査 ■南阿蘇村長■現地調査

■熊本県知事

土砂災害危険箇所の点検
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ドローンによる土砂崩壊箇所の被災状況調査

ドローンによる土砂崩壊箇所の被災状況調査
（南阿蘇村）

ドローンの飛行ルートを確認
（南阿蘇村）

ドローンによる土砂崩壊箇所の被災状況調査
（南阿蘇村）

○ 国道57号阿蘇大橋崩落箇所等、警察・消防・自衛隊による捜索救助が行われている地点を最優
先に、道路・河川・斜面等の被災状況や人が容易に立ち入れない場所での状況把握を目的とし
て、約30箇所で飛行を実施、映像や静止画を南阿蘇村や関係機関へ提供。

○ さらに、行方不明者捜索の支援・二次災害の防止を目的として、南阿蘇村や関係機関への映像
提供や陸上自衛隊への説明を実施。



ICTによる被災状況の把握（H28熊本地震）

TEC-FORCEによる現地調査に以下を活用

• ドローンによる被災状況の調査や人命救助・捜索活動支援の実施
• レーザ計測器により、立入禁止箇所外から距離や高さを計測し遠隔からの被災規模の把握
• GPSログとウェアラブルカメラによる調査状況の記録
• レーザプロファイラ（LP）と写真３Ｄモデルとの組み合わせによる被災状況の把握

GPSログとウェアラブルカメラ
の活用状況

小型無人機による捜索状況

LPデータによる被災状況の把握
レーザ計測器による調査状況

➀被災状況調査
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６ 災害復旧事業の実施について



① 様々な公共土木施設が対象
河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設
、急傾斜地崩壊防止施設、道路、港湾、漁港、下水道、公園

② 高率な国庫負担

③ 迅速で確実な予算措置

④ 迅速な工事着手
・国の災害査定を待たず、発災直後から実施可能

⑤ 原形復旧だけでなく適切な施設形状で復旧

⑥ 県単位で一括し予算交付
・同一災害なら市町村も含め県内で自由に活用可能
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公共土木施設災害復旧事業の概要

自然災害により被災した公共土木施設を迅速に復旧することで、公共の福祉を確保目 的

特 徴

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年3月31日法律第97号）根拠法令



※ 年間の災害復旧事業費の総額が、

標準税収の1/2を超え、2倍に達するまでの額に相当する額については3/4が国費

標準税収の2倍を超える額に相当する額については4/4が国費

【国庫負担率２／３、災害発生年災（現年災）の場合】

地方負担分には、起債（地方債）充当が可能

国の負担
（国費 ６６．７％）

国の負担
（国費 ６６．７％）

国の負担額＝国費＋交付税＝９８．３％

地方の負担
（地方費 ３３．３％）

起債のうち９５％交付税
措置（交付税 ３１．６％）

起債充当率 １００％

地方の実質的負担額 １．７％

※ 激甚災害に指定された災害の災害復旧事業については、
地方公共団体の標準税収入に応じ、さらに国庫負担率をかさ上げ

高率な国庫負担
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次年度（過年災）４．８％

通常の公共事業は1/2国庫負担で、自治体実質負担は35％



申請を受けて 速やかに実施

○ 地方公共団体の意向を踏まえ，災害緊急調査、事前打合せを実施し，早期復旧を支援

○ 災害査定は、地方公共団体の準備ができ次第，全国から査定官を派遣して速やかに実施

※

工
事
実
施

（

応
急
工
事
含
む
）

災
害
復
旧
工
事
は
、
国
の
災
害
査
定
を

待
た
ず
、
発
災
直
後
か
ら
実
施
可
能

通常、発災後
10日以内

通常、発災後
2ヶ月以内

大規模な災害が発生した場合など

県等からの申し入れがあった場合

災害復旧事業の主な流れ

※災害査定の前に工事着手した場合には、査定時
に被災状況が確認できる資料を整えておくこと

復旧進度
１年目 ８５％
２年目 ９９％
３年目１００％
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災害発生

成功認定（完了検査）

現地調査・設計図書作成

災害査定

災害緊急調査

国庫負担申請

災害報告

国庫負担金の交付

事前打合せ

事業費の精算



初動対応時の取組み

被災状況 全体概要把握

詳細な被災状況把握のための作業方針立案

被災状況 詳細状況把握（地域毎、施設毎）

被害額算出

被害状況とりまとめ・災害復旧事業に必要
な報告

○ 被災状況調査は、基本的に被災自治体が実施。
○ 所管施設を網羅的に調査。被害拡大の状況を把握するため、複数回調査を実施

する場合もある。

➀被災状況調査

被災後すぐ

概ね３日後

被災後すぐ

通常１０日
以内

通常１０日
以内

① 被災状況調査（全体把握）

③ 被災状況調査（詳細状況把握）※被災規模が一定以上の場合は、激甚災害に指定され
災害復旧事業の市町村負担が軽減される



被災直後、本復旧工事を実施するまでの間、応急的な措置として、土のう積みや土留
工を用いた被害拡大防止や、仮設道路や仮橋の設置等の最低限の機能確保を実施。

➁応急復旧工事

着手前 本復旧後

□河川災害の応急対策事例 山梨県道志村（道志川）

□道路災害の応急対策事例 京都市北区（主要府道西陣杉坂線）

初動対応時の取組み

応急復旧後



応急対応時の取組み

現場における測量作業

査定設計書作成 災害査定

復旧工法立案・設計図面作成

測量・設計は、災害復旧事業により本復旧を実施するために必要なもの。
市町村は委託業者による現地での測量成果に基づき、具体の施設位置、形状、構造を決定し、平面図や
詳細な構造図を作成。設計成果に基づき、工種毎の施工方法を決定し施工数量と必要な事業費を算出。

➂測量・設計

自治体職員と設計業者が協
議しながら最適な復旧工法
を決定し図面を作成。

現場条件に合致する施工方法
を想定し、査定設計書の作成
（積算）を行う。



地方自治体からの申請に基づき、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第７条に基
づき、災害復旧事業費の決定を行うもの。災害査定官が現地にて、採択基準との適合
性、復旧工法・申請額の妥当性等について審査を行いその場で事業費を決める。

【公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 第七条（災害復旧事業の決定）】
災害復旧事業の事業費は地方公共団体の提出する資料、実地調査の結果等を

勘案して主務大臣が決定する。

現地にて査定官が、自治体が作成した設計書の表紙に
、査定決定金額を朱入れし事業費を決定。
（通常の補助金と比べ、金額の決定プロセスが迅速）

現地にて災害査定を実施（H27.9関東・東北豪雨）
（自治体担当者が査定官に申請内容を説明）

➃災害査定

本復旧時の取組み



施工の節目におい
て、発注機関の担
当職員と受注業者
が現場で立会い、
段階確認を実施。
基準に満たないも
のについては、再
施工を指示する。

工事完了後、発注機関の担当職員と受注業者が書面及
び現場立会により完了検査を実施。出来形や品質等に
関する基準に適合しているか測量や試験により確認。
基準に満たないものについては、再施工を指示する。

本復旧工事着手前 段階確認（床堀の出来高確認）

工事竣工検査

本復旧工事完了

最終的な復旧を目的とした工事を発注。市町村が受注業者と協議を重ねて、現場の
工程や施工方法、品質を管理しながら完成に導く。

➄本復旧工事

本復旧時の取組み



査定設計委託費等 補助制度

　　　　　　　　　（　委　託　費　等　対　象　範　囲　）

　　　　（　設　　　　計　）

公共土木施設災害復旧事業査定設計委託費等補助の対象範囲

復旧工法

検討

構造物の

応力計算

査定申請

被　災

被害調査
復旧工法

設計図
数量計算

工事費の

積算

設計書
調査及び

試験

現地測量

➀ 特に被害が激甚であると認められる災害(激甚災害等)の箇所(補助対象限度額あり)

➁ 地すべり対策工事、橋梁、トンネル等工事で特殊工法等を実施する箇所のうち、

委託費等の額が５００万円以上で決定工事費に対する割合が７％以上のもの

上記の査定設計に要した費用の１／２を補助する
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査定設計委託費等 補助制度の拡充（H28年災から適用）

激甚災害等の大規模災害時において、地方公共団体の災害復旧事業の申請に係る測量・設計等
を適切かつ迅速に実施し、早期の復旧を図るため、災害復旧事業査定設計委託の補助対象限度
額を、近年の実績に応じた水準に引き上げ。（H28年災から適用）

○ 災害復旧事業査定設計委託の補助対象限度額を近年の実績を踏まえ改正

改正の概要

○ 熊本地震や関東・東北豪雨のようにここ数年、各地で大きな被害をもたらす災害が頻発。
○ 各地方公共団体は、職員数が減少している中で様々な工夫をしながら公共土木施設の復旧にも対応してい

る。しかし、激甚災害のように大規模で被災施設が膨大であり、技術力を必要とする災害では、十分な体
制を確保できず、災害査定の申請に係る測量・設計等の作業を外部の民間企業へ委託せざるを得ない状況
にある。

○ また、近年の災害では、被災原因の究明の徹底や新技術の活用、環境への配慮のための比較案の検討等に
より査定設計委託費が増加する傾向。

【補助対象限度額】
箇所ごとの決定工事費に、それぞれの率を乗じた額

1億円をこえる
3,000万円をこえ1億円以下
1,000万円をこえ3,000万円以下
100万円をこえ1,000万円以下
100万円以下

補助対象 ：特に被害が激甚であると認められる災害（激甚災害等）の査定設計に要する経費
補 助 率：１／２

1億円をこえる
3,000万円をこえ1億円以下
1,000万円をこえ3,000万円以下
1,000万円以下

3.0%
5.9%
6.9%
9.5%

1.8%
3.6%
5.4%
7.2%

10.8%

改正の経緯
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査定申請に必要な資料

被災状況調査

査定設計書の例

・工事費総括表

・設計内訳書

・単価表

・単価根拠資料

・数量計算書

・災害査定添付写真

・平面図

・縦断図

・横断図

・構造図

・河川特性整理票

・設計流速算定票

・用地等の図面

・関係する近傍地区での

他事業の状況 ほか

 災害査定の申請には、査定設計書を準備することとされており、
その必要書類は多岐にわたる。

 査定設計書は、災害申請箇所毎に作成する必要があるため、災害
件数が多い場合は、資料作成の負担が大きなものとなる。

査定設計書の必要書類

75



災害査定手続きの効率化

6

＜目的＞
被災自治体の災害査定に要する業務等を大幅に縮減し、早期に災害査定を行
い、復旧事業に着手することで、被災地の早期復旧を支援するもの。

平成２９年梅雨前線豪雨（平成２９年７月九州北部豪雨含む）の災害復旧事業の
災害査定の効率化

【効率化の内容】

○書面による査定上限額の引上げ

・現地で行う実施査定の対象件数を減らし、査定に要する時間や人員を大幅に縮減。

・書面による査定上限額を通常300万円未満から以下のとおり引き上げる。

福岡県：3,500万円以下 大分県：1,000万円以下 新潟県：1,000万円以下

石川県： 800万円以下 広島県： 700万円以下 長崎県： 500万円以下

○設計図書の簡素化

・土砂崩落等により被災箇所への近寄れない現場に対し、航空写真等を用いること

で、調査による時間を縮減する。

・既存地図や航空写真、標準断面図を活用することで、測量・作図等の縮減を図る。

［福岡県、大分県］

○現地で決定できる災害復旧事業費の金額の引き上げ

・現地で決定できる災害復旧事業費の金額を通常4億円未満から6億円未満に引き上げる。

［福岡県、大分県、新潟県、石川県、広島県、長崎県］



災害査定の効率化（机上査定額の拡大）

実地査定の対象件数を縮減し、査定期間の短縮と、早期の災害復
旧工事着手を目指す

実地査定は被災現場へ行って査定するため、現場への移動や現地の査定準備等が
必要となるため、査定に要する時間や業務の負担が机上査定に比べて大きくなる。

実地査定の対象件数を削減することで、査定に要する業務量を縮減し、査定期間
の短縮と早期の災害復旧の工事着手を目指す。

通常 効率化

実地査定
(約1,200件)

実地査定
（約370件）

机上査定
（約880件）

○実地査定件数

約1,200件→約370件

（約６割削減が可
能）

3,500万円

120万円

机上査定
（約50件）

300万円

※平成29 年７月九州北部豪雨（福岡県）

（市町村は60万円）

120万円
（市町村は60万円）
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代表断面 ②

代表断面 ①

破堤L=○m
代表断面①

破堤L=○m
代表断面①

堤防欠壊 L=○m
代表断面②

（１）平面図を航空写真で作成

災害査定の効率化（設計図書の簡素化）

○平面図を既存地図や航空写真で作成可

○被災状況写真を航空写真等で作成可

○復旧計画図は標準断面図で作成可，等

測量、写真撮影、設計図
面作成等の業務量を縮減

（２）復旧計画図を標準断面で作成

8



現地で決定出来る災害復旧事業の金額を引き上げて、早期に本格的な
災害復旧工事着手を目指す

規模が大きい事業において、工法や事業効果等について更に調査・検討
を必要とする観点から「採択保留金額（４億円）」以上となる場合に現地での採択
を保留し、後日、国土交通省と財省の協議によって、災害復旧事業としての採否、
金額等の決定がなされるもの。

「採択保留金額」を引き上げることで早期に本格的な工事着手を可能とする。

現地で決定出来る災害復旧事業の金額を引き上げ（４億円未満→６億円未満）
※例：福岡県・大分県

○採択保留件数

１６件→７件

（約６割削減）

採択保留 １６件

現地決定
２，９５４件

採択保留 ７件

現地決定
２，９６３件

４億円

６億円

通常 効率化

現地決定件数
９件増加

9

災害査定の効率化（現地決定金額の引き上げ）



迅速な復旧に向けた支援 ：災害査定の簡素化
○設計図書の簡素化 → 業務量を約1/5に削減

○机上査定額の拡大 → 業務量を約1/2に削減

大雨に関する災害査定の簡素化

80

通
常

平成29年
台風第２１号

平成29年
台風第１８号

平成29年
梅雨前線
による大雨

平成28年9月17日
から9月21日までの
間の暴風雨及び

豪雨

平成28年8月16日
から9月1日までの
間の暴風雨及び

豪雨

平成28年6月19日
から30日における
梅雨前線による

大雨

新潟県・富山県・
福井県・三重県・
京都府・大阪府・
奈良県・和歌山県

京都府・兵庫県・
鳥取県・岡山県・
香川県・愛媛県・

大分県

秋田県・新潟県・
石川県・広島県・
福岡県・長崎県・

大分県

高知県・大分県・
宮崎県・鹿児島県

北海道・岩手県

広島県・愛媛県・
佐賀県・長崎県・

大分県・
熊本県・熊本市

簡
素
化
項
目

机上
査定額

３百万円
未満

(H29.11.17)
９百万円未満

(H28.10.10）
岡山県：
４百万円未満
兵庫県・香川県：
６百万円未満
鳥取県：
８百万円未満
京都府・愛媛県：
９百万円未満
大分県：
１千万円未満

(H29.7.25)
長崎県：５百万円未満
広島県：７百万円未満
石川県：８百万円未満
新潟県・大分県：
１千万円未満
福岡県：
３千５百万円未満

(H29.8.22)
秋田県：
１千万円未満

(H28.10.21)
高知県・大分県・
宮崎県：
１千万円未満

鹿児島県：
２千万円未満

(H28.9.28）
５千万円未満

(H28.8.17)
佐賀県：
６百万円未満

広島県・愛媛県・
長崎県・大分県：
１千万円未満

熊本県・熊本市：
５千万円未満

採択
保留額

４億円
以上

－ － ６億円以上 － ８億円以上 －

設計図書の
簡素化

－

富山県・福井県・
三重県・大阪府・

奈良県・
和歌山県：実施

大分県：実施
秋田県・福岡県・
大分県：実施

－ 実施 熊本県：実施



迅速な復旧に向けた支援 ：災害査定の簡素化
○設計図書の簡素化 → 業務量を約1/5に削減

○机上査定額の拡大 → 業務量を約1/2に削減

通
常

鳥取県
中部地震

(H28.10.21)

熊本地震
（H28.4.16）

長野県
北部地震

（H26.11.22）

東日本大震災
（H23.3.11）

新潟県
中越地震

（H16.10.23）

阪神・淡路
大震災
（H7.1.17）

鳥取県
熊本県・
熊本市

長野県

岩手県・宮城県・
福島県・茨城県・
栃木県・千葉県・
仙台市・千葉市

新潟県
兵庫県・
神戸市

簡
素
化
項
目

机上
査定額

３百万円
未満

（H28.11.11）
鳥取県：
１千５百万円未満

（H28.5.16）
熊本県・
熊本市：
５千万円未満

（H26.12.16）
１千万円未満

（H23.4.11）
５千万円未満

(H23.9.20）
宮城・福島県：
３億円未満に
引上げ

（H16.11.17）
１千万円未満

（H7.2.3）
１千万円未満

採択
保留額

４億円
以上

- ８億円以上 － 30億円以上 ８億円以上 ４億円以上

設計図書
の簡素化

－ － 実施 － 実施 － －

地震に関する災害査定の簡素化
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７．凍上災（とうじょうさい）について



凍上災の採択要件について

83



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

代 表 的 な 凍 上 災 の 事 例

舗装面の亀甲状クラック 舗装面の盛り上がり、沈下

舗装剥離による穴 舗装面からの土の噴出



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

凍 上 災 について

○凍上災について
凍上現象により道路舗装のひび割れが路盤まで及ぶなど
道路に被害が発生する災害です。

○凍上現象による災害
次の２種類があります。
①冬期の低温によって道路の路床に大きな霜柱が発生し
地面が隆起することにより、道路舗装にひび割れなど
が発生。
②春の融解期に起こる路床の支持力低下により、道路舗装
に沈下と亀甲状のひび割れが発生。

○凍上災による影響
路面の平坦性が悪くなったり、ひび割れた舗装の一部が
はがれるなど通行に支障をきたす恐れがあります。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

凍 上 災 について

○災害復旧事業による凍上災の主な採択要件
・被害のあった地域における今冬の凍結指数（＊１）が、
１０年確率凍結指数（＊２）を超えていること。

・凍上災の対象となる道路は、アスファルト厚が３ｃｍ
以上のアスファルト舗装道路であること。

＊１：０℃以下を観測した月間における日平均気温の
累計値の最大値と最小値の絶対値の合計

＊２：１０年確率凍結指数とは、１０年に１回起こると
推定された凍結指数



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

凍結指数について



８．降灰（こうかい）除去事業について



降灰除去事業について

89

霧島（新燃岳）の噴火

桜島の噴火



噴火

降灰

降灰除去事業(特措法) 災害復旧事業(負担法)

対象：市町村管理道路

継続的な降灰があり、年間の降灰
重量が1,000g/㎡(1mm程度の堆

積厚)以上の場合

車両の交通に著しく支障を及
ぼす場合(短期集中的な降灰)

降灰除去

※道路管理者
の判断で随
時実施

継続的に降灰重量を測定
(毎月，市町村→都道府県→国へ報告）
※新規に測定する場合，市町村は都道府県と協議
して国への届出が必要

車両の走行試験の実施
(制動距離等交通に支障となる条件)

災害復旧事業の対象となる要件の決定

災害査定申請

災害査定
※査定前に実施した降灰除去は，採択

基準を満たすことを写真等で確認

1,000g/㎡
以上の場合

2,500g/㎡
以上の場合

補助率：1/2 補助率：2/3

年間(1～12月)の降灰に対する除去
に要した費用に対して補助※

道路の降灰除去支援

対象：県及び市町村管理道路

※機械器具の借上げ，購入等に必要な経費を含む． 下水道も対象．防災課所管以外では都市排水路，公園，宅地も対象． 90

※（活動火山対策特別措置法）



91

９．今後の取組



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

防災に関する市町村支援方策の
あり方について 提言（概要）



市町村支援のこれまでの主な取組みは以下の通りです。

被災直後の初動対応での支援を行っています

防災ヘリ等による被災直後の被害状況の把握

被災直後からTEC-FORCEを派遣し、道路啓開・浸水排除等により救命・救助活動を
支援TEC-FORCEは市町村所管の公共土木施設（道路、河川など）の被災状況調査を
実施し、報告書を提出 →被災市町村が被害額を報告 →激甚災害指定を迅速化

これまでの支援の取組みに対し、被災した市町村長から頂いたご意見

災害復旧段階での支援を行っています

災害査定官による適切な復旧方針の指導・助言

災害査定に要する手続きの簡素化を行い、市町村の災害査定準備の負担を軽減市町村
の災害復旧事業の申請に係る測量・設計等の補助を拡充し財政的な負担を軽減

災害時には業務量が膨大になります
被災市町村では少人数の職員が、災害査定など

普段は経験しないが迅速な対応が求められる

膨大な業務を実施する必要があります。

市町村では災害経験の蓄積が困難です
過去10年の間に災害復旧事業を経験したこと

がない市町村は約１／４にのぼります。

市町村では職員数が年々減少しています
特に災害復旧を担う技術系の職員数は大きく減少

「村」の約半分では技術系職員がすでに0人！

「町」の約6割「村」の9割でも5人未満！ 町村の技術職員が不足

土木系職員は年々減少 北海道・東北豪雨では･･･
【岩手県岩泉町の例】

374箇所・約85億円にのぼる復旧事業
わずか６名の職員で対応

熊本地震では･･･

【熊本県御船町の例】

392箇所・約32億円にのぼる復旧事業

わずか７名の職員で対応

•自治体の規模が小さく、災害初動期においては被災者対応に総力を挙げた対応が必要
なため、公共土木施設の調査まで手が回らない。（島根県A町）

•土木職員や災害経験者が不足しており、自治体単独では対応できない。（北海道B町）

①

②

市町村は大規模災害時に非常に厳しい状況に置かれています

TEC-FORCEによる初動対応から、災害復旧までを支援しています

ﾌｪｰｽﾞ 被害の把握 復旧方針の検討 災害復旧工事

（
閣
議
決
定
）

激
甚
災
害
指
定

復
旧
予
算
決
定

災
害
復
旧
事
業
へ
の
支
援

公
共
土
木
施
設

被
災
状
況
報
告
書

災
害
査
定
の
実
施

・
設
計
費
用
の
補
助

・
災
害
査
定
手
続
き
の

簡
素
化

公
共
土
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設
の

被
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額
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告

災
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発
生

災
害
査
定
官
の

集
中
投
入
に
よ
る

早
期
の
査
定
実
施

国
交
省

被
災
自
治
体
の
活
動

内
閣
府

↑

災
害
復
旧
工
事
の着

手

国
交
省
に
よ
る
支
援

災
害
時
の
緊
急
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応

被
災
後
10
日
以
内

被
災
後
通
常
２
ヶ
月
以
内

テ
ッ
ク
フ
ォ
ー
ス

に
よ
る
支
援

被
災
地
域
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旧

財
務
省

査定設計書の作成公
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土
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告
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害
査
定
申
請
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功
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定
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復
旧
完
了
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害
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告

災
害
査
定
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請
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功
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定

・
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・
リ
エ
ゾ
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派
遣

①

②

災害発生から被災地域の復旧までの流れ

背景・これまでの取組



災害時に市町村への支援を行っている都道府県
等に対して、国が実施する研修・訓練への参加
や訓練等に必要な資機材の貸与等の技術的な
支援を強化します。

災害復旧事業支援業務

都道府県等による市町村支援の強化

（民間の力を活用できる仕組みが必要です）

（国土交通省からの支援の強化が必要です） （都道府県等による活動への支援の強化が必要です）

大規模災害時にTEC-FORCEの被災
状況調査を受けて、市町村が一連
の災害対応を迅速で的確に実施で
きるよう、市町村が実施する一連
の災害復旧事業について民間事業
者等がパッケージで支援できる仕
組みの整備が必要です。

市町村が実施する災害復旧に対して様々な支援

凡例（実施主体） ：TEC-FORCE ：地方自治体 ：民間事業者

公共土木施設
被災状況

調査

査定設計書
作成

災害査定
復旧工事
入札契約

完成検査 成功認定
測量・設計

業務監理 工事監理

災害復旧
工事

災害査定
補助

設計書
作成補助

完成検査
補助

成功認定
補助

報告
支援 支援

支援 支援

査定設計書
作成補助

支援

業務監理
補助

工事監理
補助

支援支援

＜市町村が実施する一連の災害復旧事業＞

市町村の技術者養成への支援 （市町村の災害対応力の強化が必要です）

国民の生命・財産を災害から保護する責務を負う市町村においては、災害時において迅速かつ確実に災害対応を実施し
ていくために、市町村職員の災害対応力を高めていくことが必要です。
そのために必要な研修・訓練や技術マニュアル・講習会等による支援が必要です。

TEC-FORCEの充実強化

UAV（ドローン）による調査

今後も想定される大規模災害に対応
し、TEC-FORCEの災害対応の一層の
迅速化・効率化を図るため、新機材
の整備、操作及び運用訓練や人材
育成の強化等によりTEC-FORCEの
充実・強化が必要です。

これからの取組み



破局的な災害が発生し、国家の総力をあげた対応が必要
とされ、国・都道府県・市町村・民間事業者等が互いに
連携しつつ対応にあたらざるを得ない領域

1/1,000
（巨大災害）

1/1
（小規模災害）

災害の大きさ

（確率年）

村 町

1,000 10,000 100,000 1,000,000

市 政令市 人口（人）

国土交通省によるTEC-FORCE
や直轄代行などの支援により
災害対応を実施できる領域

市町村が自ら災害対応を
実施できる領域

都道府県や他市町村からの
支援により災害対応を実施
できる領域

（大規模災害）

（中規模災害）

災
害
対
応
力
の
向
上

関係者が被災地の災害対応を総力を挙げて対応 自ら対応できる災害規模を大きくしていく

これらの取組みを行うことにより、破局的な災害が発生した場合でも、国、地方
公共団体、専門家、民間事業者等の関係者が連携して、被災地において総力を挙げ
た災害対応を行い、迅速に被災地の復旧が行えるようにします。

以上の検討を「防災に関する市町村支援方策に関する有識者懇談会」（全４回：H28.7～H29.2）にて実施。
懇談会委員：【座長】田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長・教授 他学識者、報道関係者、業界関係者等

破局的な災害でも関係者が総力を挙げて災害対応を行えるようにします

目指すべき姿
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ご清聴ありがとうございました。


